
工事の総合評価落札方式における
価格評価点算定式の見直し(試行)について

令和 8年 9月

【注意事項】
・本資料の複製、転載、配布
することを禁止します。



1. 見直しに至る背景
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背景① 第三次担い手３法の制定

令和６年、第三次担い手３法が制定されました。

※担い手３法とは「建設業法・公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律・公共工事の品質確保の促進に関する法律」です。

これに伴い、令和7年12月より

「著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止」

「原価割れ契約の禁止を受注者にも導入」

などが定められております。

このため、入札にあたり、下請取引も含めて適正な労務費（賃金の原資）を確保し、

労働者に支払う賃金の原資は競争の対象としないことが求められております。

ＢＲＡＮＤ ＢＯＯＫ



1. 見直しに至る背景

2

背景② 土木学会での提案

土木学会建設マネジメント委員会では、

令和2年度に「公共工事の価格決定構造の転換に関する研究小委員会」を設置し、

『予定価格制度と価格決定構造の見直し』について検討されております。

報告書では、

下請価格，労務賃金等が適切に支払われる（労働
条件等を確保・向上させるために必要な費用を払
う）ことを前提とし，実際の下請価格・労務費等を
積み上げて入札金額が決まる（下流から上流へ価格
が決まる）価格決定構造への転換方策を検討する必
要があるとされています。

市場原理に基づく健全な競争環境の醸成
が必要

ＢＲＡＮＤ ＢＯＯＫ



概要図
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割
合

落札率（%）

落札率の分布と割合

（R6年度契約工事）
92～93.99：54％

Xo＝概ね92％

放物線区間

技術評価点

技術評価点

価格評価点

評価値

評価値

103～150点

100点

(価格評価基準額)
X0入札率

評
価
値

3～50点

（契約制限価格）

1. 見直しに至る背景

背景③ ネクスコ西日本における現状

当社の総合評価落札方式の価格評価点の傾向は、以下のとおりです。

傾向①

「価格評価基準額」
が100点となる入札率
９２％付近に集中し
ている。

(価格評価点の満点)

令和６年度の入札（９１件）の結果をみても
価格評価基準額(X0)付近での入札傾向となっている。

3

傾向②

入札率９２％を下回り
価格評価点が０点と
なった者も存在

100％
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概要図

1. 見直しに至る背景

背景④ ネクスコ西日本における多様な契約制度

工事の不調発生率は、H25年度をピークに34.7％まで上昇しておりました。

不調対策として、H25年度より「協議合意方式の導入」、H29年度より「入札前価格見積

方式の導入」等の対応を行い、工事案件毎の市場価格(見積価格の平均値、元下取引価

格等)を発注者の積算に反映して参りました。したがって、当社には、見積価格の平均

値を積算価格として取扱うノウハウを蓄積し保持しています。
協議合意方式の導入

入札前価格見積方式の導入

ＢＲＡＮＤ ＢＯＯＫ



ＢＲＡＮＤ ＢＯＯＫ 5

一定の品質を担保
安価な調達
ダンピングの排除

◆入札参加者の入札価格の決定方法について

◆発注者として求めるもの

■現状

■見直し後

下請への確実な支払、担い手３法順守

「参加者の実行予算・積上価格」と「発注者積算価格」を加味して入札価格を決定
→ 価格評価点算定において、発注者積算（価格評価基準額（Ｘ０））を強く反映

「参加者の実行予算・積上価格」と「発注者積算価格」加味し、
価格評価基準額（Ｘ0）に拘らず、入札価格を決定

→ 価格評価点算定において、発注者積算（価格評価基準額（Ｘ０））ではなく、
市場原理（入札者の平均価格）を反映

入札者の下請への確実な支払いを実現すべく、市場原理に基づく適切な入札価格による
健全な競争環境の醸成を目指します。

２. 価格評価点算定式の見直し

入札参加者の入札価格（平均価格）が、市場原理に基づく価格であるとの思想
のもと、当社の価格評価点算定式に反映します。

■現状 ■更なる促進

■見直し方針



概ね92％

放物線区間

技術評価点

技術評価点

価格評価点

評価値

評価値

103～150点

100点

(価格評価基準額)
X0入札率 100％

評
価
値

3～50点

(価格評価点の満点)

入札者積算(元下積上げ)を評価現行 見直しNEXCO積算（官積算）にて評価

評価手法において、発注者積算から入札者積算(必要額積上げ)へ転換

（契約制限価格）

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

99.9点

技術評価点により落札決定する区間
（技術評価点の最小点差が0.1点以上なので、
技術評価点により落札者を決定する区間）

μ：対象入札者の平均入札価格

対象入札者の平均入札価格
でも９９．９点

対象入札者の平均入札
価格の９２％で満点

２. 価格評価点算定式の見直し
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【各区間の価格評価点の算定式】
・入札額（Ｘｎ）＜0.7×μ の場合

評価点＝ ０

・0.7×μ≦入札額（Ｘｎ）＜0.92×μ の場合

評価点＝

・0.92×μ≦入札額（Ｘｎ）≦μ の場合

評価点＝

・μ＜入札額（Ｘｎ）≦1.3×μ の場合

評価点＝

・1.3×μ＜入札額（Ｘｎ） の場合

評価点＝ ０

注）μの算定では、全入札者の平均入札価格
の±３０％の価格から超過する価格は算定の対
象としない。
ただし、全入札者が±３０％から超過する場合
は算定の対象とする。

250,000
121μ２ー （Ｘnー0.92μ）２ ＋１００

5
4μ

ー Ｘn ＋１０１．１５

1,110
μ２ー （Ｘnーμ）２ ＋９９．９

◆新たな価格評価点の計算式

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

99.9点

μ：対象入札者の平均入札価格 7

２. 価格評価点算定式の見直し

価格評価点は、0点 価格評価点は、0点

価格評価点は、放物線で設定

（0点～100点）

価格評価点は、放物線で設定

（99.9点～0点）

価格評価点は、ほぼ同点 （100点～99.9点）⇒ 技術評価点により、落札者を決定する区間



（審査対象基準価格以上から契約制限価格以下の範囲に入札者がいる場合）

第１優先区間に入札者がいる場合は、

第２、３優先区間の者の価格評価点は評価(算定)せず、第１
優先区間の者のみ評価します。

（審査対象基準価格以上から契約制限価格以下の範囲に入札者がおらず、
審査対象基準価格未満の範囲に入札者がいる場合）

第１優先区間に入札者がおらず、
第2優先区間に入札者がいる場合は、

１）第３優先区間の者の価格評価点は評価(算定)せず、
第２優先区間の者のみ評価します。この場合、低入札価格調
査を実施します。当該調査の結果、契約の内容に適合した履
行がなされると認められたときは、落札者とします。
２）低入札価格調査の結果、第２優先区間に落札者となるべき
者がいない場合、第２優先区間の者に加え第３優先区間の者
の価格評価点を評価(算定)します。第３優先区間の者を評価し
た場合、入札額の妥当性の確認を行う「協議合意方式」による
手続きを行います。

（契約制限価格以下の範囲に入札者がいない場合）

第１、２優先区間に入札者がおらず、
第３優先区間に入札者がいる場合は、
第３優先区間の者の価格評価点を評価(算定)します。

この場合、入札額の妥当性の確認を行う「協議合意方式」によ
る手続きを行います。

◆新たな価格評価点の計算式
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２. 価格評価点算定式の見直し

103～150点

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×70％

μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

第１優先

99.9点

審査対象基準価格

第２優先

入札価格

契約制限価格

第３優先

契約制限価格

μ

審査対象基準価格

μ×92％

技術評価点により落
札決定する区間

入札価格の範囲を次のとおり定義
・ 審査対象基準価格以上から契約制限価格以下の範囲 ⇒ 第１優先区間
・ 審査対象基準価格未満の範囲 ⇒ 第２優先区間
・ 契約制限価格を超える範囲 ⇒ 第３優先区間
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協議合意方式の適用について
本方式を適用する工事は、ＷＴＯ対象の工事においても、協議合意方式を適用致し

ます。

技術評価点について
本方式を適用する工事は、技術提案の評価方法を絶対評価から相対評価へ転換する

とともに、入札参加者における技術提案の優位性が適切に反映されるよう評価方法の
見直しを行います。

ＢＲＡＮＤ ＢＯＯＫ

３. そのほか

アンケート調査へのご協力依頼について
本方式を適用する工事の入札参加者の皆様には、

本取組をより良いものとするために、入札手続き
後にアンケート調査をご依頼させていただきます。

本方式の対象工事について
対象工事については、発注見通し公表一覧表に

おいて、「新総合評価落札方式試行対象」と記載
いたします。



参考 落札者決定のイメージ

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

E社

A社

B社C社

D社

〇

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

E社

A社
B社

C社

D社

〇

例① 入札者の平均（μ）が契約制限価格より下の場合

第１優先

例② 入札者平均（μ）が契約制限価格より上の場合

第１優先

契約制限価格

第３優先

99.9点

審査対象基準価格

第２優先

99.9点

第２優先

審査対象基準価格

第３優先

契約制限価格
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凡例
○：落札者（予定）



103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

E社

A社
B社C社

契約制限価格

例③ 入札者平均（μ）が契約制限価格より
極端に下の場合

第１優先 第３優先

F社 G社

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

E社

A社
B社C社

〇

例④ 入札者の平均（μ）が契約制限価格より
極端に上の場合

F社G社

第１優先

評
価
値

99.9点

審査対象基準価格

第２優先

99.9点

審査対象基準価格

第２優先
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参考 落札者決定のイメージ

契約制限価格

〇

凡例
○：落札者（予定）

D社 D社

第３優先



参考 落札者決定のイメージ

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

E社

B社C社

D社

103～150点

入札価格μ

100点

(価格評価点
の満点)

評
価
値

技術
評価点

μ×92%
μ×70％ μ×130％

技術
評価点

評価値

価格評価点

放物線区間
放物線
区間

A社
B社C社
〇

例⑤ 第１優先に入札者がいない場合 例⑥ 第１、第２優先に入札者がいない場合

F社G社

第２優先

〇

99.9点

第２優先 第３優先第１優先

審査対象基準価格 契約制限価格

99.9点

第１優先 第３優先
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契約制限価格
審査対象基準価格

凡例
○：落札者（予定）


